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研究報告

要旨
　2020年に公益財団法人社会福祉振興・試験センターが実施した社会福祉士就労状況調査によると、
福祉・介護・医療分野の仕事を辞めた理由で最も多いのは「職場の雰囲気や人間関係に問題があった」、

「心身の健康状態の不調」、「賃金や給与の水準に満足できなかった」の順であった。こうした全国的
な社会福祉士の就労状況等の傾向を把握することはできるが、課題の本質を深く掘り下げることは難
しく、また局地的な社会福祉士を対象とした調査研究の数が少ないこともあり、本研究では新潟県社
会福祉士会に所属している会員に対してアンケート調査を実施した。調査結果から、現在の勤務先の
課題として、「業務量」、「経験・知識などのスキル不足」、「職員の定着率」の３つが主な課題として
あがり、自由記述では、「人手不足」、「低賃金」、「専門性」に関連する記述が多くあった。本調査では、
社会福祉士の専門性として、社会福祉士自身の労働環境への視点も欠かせないことが明らかとなった。
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Abstract
　According to a 2020 Survey of the Employment Situations of Social Workers carried out by 
the Social Welfare Promotion and National Examination Center, the most common reasons for 
quitting jobs in the welfare, nursing care, and medical fields were, in descending order: “problems 
with the mood and/or personal relationships in the workplace,” “poor mental and physical 
condition,” and “dissatisfaction with level of pay or salary.” Though this survey helps us grasp 
such nationwide trends in the employment situations of social workers, it is harder to delve deeply 
into the essence of the issues, and there has been little research on local social workers. In this 
study, a questionnaire survey of members of the Niigata Association of Certified Social Workers 
was performed. Examining the survey results, three main issues of the current workplace were 
identified: “workload,” “lack of experience, knowledge, and other skills,” and “staff retention rates.” 
In the free comment sections, there were many entries related to “shortage of staff,” “low pay,” 
and “professionalism.” From this survey, it became clear that a social worker’s own perspective of 
the work environment is indispensable to the social worker’s professionalism.
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Ⅰ　研究の背景と目的

　1987年に「社会福祉士および介護福祉士法」
が制定されて以降、社会福祉士の登録者は増
加しており、2024年時点で29万人を超え、30
万人まで迫っている（図１）。2021年７月に
公益社団法人社会福祉振興・試験センターが
公表した社会福祉士・介護福祉士・精神保
健福祉士の「就労状況調査」（速報版）１）によ
ると、社会福祉士が働く領域は、高齢福祉
関係39.3％、障害福祉関係17.6％、医療関係
15.1％の順で割合が高く、次いで地域福祉関
係8.4％、児童・母子福祉関係8.2％、行政機関
6.7％となっている。現代では、社会福祉士の
役割や機能が活用できる領域は広がりを見せ
ており（表１）、現代社会において必要不可
欠な職種となっている。また、2019年に政府
が公表した「地域共生社会」の実現注１）に向
けて社会福祉士の役割に言及するなど周囲の
期待も高まっている。一方、社会福祉士の受
験者は2008年の社会福祉士国家試験を境に減
少している（図２）。
　公益財団法人社会福祉振興・試験センター
が実施した社会福祉士・介護福祉士・精神保
健福祉士の「就労状況調査」（速報版）１）の社
会福祉士就労状況調査の回答内容によれば、
福祉・介護・医療分野の仕事を辞めた理由で
最も多いのは「職場の雰囲気や人間関係に問
題があった」30.6％、「心身の健康状態の不調」
29.5％、「賃金や給与の水準に満足できなかっ
た」27.6％が上位３つを占めている。福祉職
及び介護職の社会的な待遇の低さは福祉労働
者にとって長年の課題となっており、処遇の
改善に向けてさまざまな団体等注２）が提言し
てきたが、今もなお民間給与との格差が生じ
ているなど労働環境に関する課題は多い。福
祉現場での人手不足では、施設従事者または
使用者による高齢者虐待や障害者虐待との関
連性も高いとされており、令和４年度高齢者
虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査

結果の概要２）によると、虐待の発生の要因と
して、「教育・知識・介護技術等に関する問
題」56.1％、「職員のストレスや感情コント
ロールの問題」23.0％、「虐待を助長させる
組織風土や職員間の関係の悪さ、管理体制等」
22.5％の順となっており、虐待が発生する背
景には労働環境が大きく影響していると言え
る。
　現在、社会福祉士の専門性やソーシャル
ワークなどに関する研究と比較すると福祉労
働者を対象とした調査研究の量は少ないもの
の、秋山３）は全国の社会福祉士・精神保健福
祉士・介護福祉士、川崎４）は宮崎県社会福祉
士会、高木５）は岐阜県社会福祉士会に所属し
ている社会福祉士を対象とした調査を実施し
ている。そこで本研究でも、新潟県内の社会
福祉士の労働実態の現状と課題について新潟
県社会福祉士会に入会している1,321人の会員
へWEBアンケート調査の協力を依頼し、そ
こで得られた結果を分析したうえで新潟県内
の社会福祉士の労働実態と専門性の意識を明
らかにすることを目的とした。

Ⅱ．研究方法

１．研究協力者と調査期間
　新潟県社会福祉士会に所属している1,321
人を対象にWEBアンケート調査の協力を依頼
した。（調査期間：2024年９月15日〜 10月15
日）
２．調査方法
　新潟県社会福祉士会が会員向けに郵送して
いる定期便にQRコードが貼付された依頼文
を同封し、Googleフォームを用いて調査を実
施した。回答者数は125人（回答率9.4％）で
あった。
３．調査項目と分析方法
　調査項目では、「基本属性」、「就労実態に
ついて」、「社会福祉士の専門性について」の
３つのテーマとし、33項目に選択方式によ
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表1　現在、福祉・介護・医療の分野で仕事をしている社会福祉士の状況

出典：公益財団法人 社会福祉振興・試験センター「令和２年度社会福祉士、
　　 介護福祉士及び精神保健福祉士就労状況調査結果の公表について」より

図1　登録者の資格種類別―年度別の推移

（出所：公益財団法人　社会福祉振興・試験センター）
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る質問を作成した。「社会福祉士の労働実態、
人材養成及び確保など」、「社会福祉士の専門
性や抱えている問題意識」について２つの自
由記述欄を設けた。
４．倫理的配慮
　本研究は、「新潟青陵大学倫理審査委員会」の
審査を受け、承認を得て実施した。（承認番号：
202404）。WEB調査については、回答者が特
定されないよう設定していること、回答の協
力が得られなくても不利益にならないことを
書面にて説明し、アンケートの回答をもって
調査協力の同意を得た。

Ⅲ．結果

⒈　量的調査から（主に上位３つを抽出）
１）基本属性

　調査回答者の性別及び年代では、男性44.0
％、女性50.4％、無回答5.6％であった。回答
者の年代は20代から65歳以上であり、年代別
では、41歳〜 50歳39.2％、31歳〜 40歳27.2％、
51歳以上〜 60歳以下20.0％の順であった。

　社会福祉士の他に保有している福祉にかか
わる資格として、「介護支援専門員」56.1％、

「介護福祉士」42.3％、「ホームヘルパー」・「精
神保健福祉士」はともに18.7％であった。全
体の９割は、社会福祉士以外の資格を所有し
ている（図３）。
　所属している組織形態では、全体の約半数
50.4％が社会福祉法人に所属し、次に行政
18.9％、医療法人11.5％の順となっている。
働く分野では、高齢分野49.2％、障がい分野
18％、児童分野7.4％の順となっている。
　雇用形態では、全体の８割以上（86.2％）が
常勤職員（正規職員）であり、非常勤職員（パー
ト、アルバイトを含む）7.3％、有期・契約
職員として働く常勤職員4.1％であった。年齢
別に雇用形態でみると、61歳以上は常勤職員
（正規職員）が４割、それ以外が６割であった。
60歳以下は９割が常勤職員（正規職員）であっ
た。
　現在の職場の勤続年数では、10年以上が49.6
％で最も高く、次に５年以上10年未満18.4％、
１年以上３年未満14.4％であった。福祉・医療

図2　社会福祉士国家試験の受験者・資格者の推移

（出所：厚生労働省HP　社会福祉士国家試験の受験者・資格者の推移より）
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分野の通算経験年数では、10年以上が88.8％
を占めている。社会福祉士の取得年数では、
10年以上65.6％が最も高く、次に５年以上10
年未満17.6％、３年以上５年未満6.4％となっ
ている。回答者の９割は、福祉・医療の分野
の経験が長く、その半数以上が現在の職場で
10年以上の経験がある。社会福祉士の資格取
得については、７割以上が福祉・医療分野の
経験と資格取得の経験が同じであるが、３割
は、福祉・医療の現場での経験のなかで、資
格の取得をしていることがわかる（図４）。

２）待遇

　現在の報酬（諸手当を含めた月額総支給額）
では、24万円〜 28万円以下35.6％が最も高く、
次に30万円〜34万円29.6％、10万円〜22万円
以下と36万円〜 40万円16.0％であった（図６）。
賞与では、4ヶ月以上/年26.4％、３〜４ヶ月/
年22.2％、１〜２ヶ月/年19.2％となっている。
社会福祉士の手当では、「ない」52.8％、「ある」
47.2％であった（図５）。「ある」の内訳は、5,000
円〜 10,000円未満43.1％、10,000円以上27.6％、
3,000円未満15.5％であった。社会福祉士の手
当の職種別では「介護支援専門員」では「ない」
が65.4％であるが、「相談援助職」は39.5％で

図3　社会福祉士以外の保有資格（複数回答）

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

図4　現在の職場の経験年数・社会福祉士を取得してからの年数
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あった。
　現在の職場での昇給では、「ある」が82.6％
であり、「ない」は17.4％であった。昇給が「あ
る」と回答した中で、1,000円〜 3,000円以下
31.3％が最も高く、次いで3,000円〜 5,000円
以下39.3％、1,000円未満17.2％であった。
　職場の報酬の満足度では、「どちらかと言
えば満足している」38.2％が最も高く、次に

「どちらかといえば不満」28.5％であった。「満
足している」と「どちらかと言えば満足して
いる」を合計すると52.8％、「満足していない」
と「どちらかと言えば不満」の合計は47.2％

であった。
　非管理職における性別の給与では、女性は
22万円〜 24万円未満が最も高いのに対して、
男性は30万円〜 32万円未満が最も高い。ま
た、40万円以上の収入では、男性の割合に対
して女性は著しく低い（図６）。

３）職場環境

　現在の業務量では、「多い」37.4％、「どち
らかといえば多い」25.2％と全体の約６割以
上が、業務量が多いと回答している。他方、「ど
ちらかといえばゆとりがある」8.9％であり、

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

図5　給与（月額総支給額、諸手当含む。社会保険・税金等控除前）

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

図6　性別・給与（非管理職）
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「適量」と回答したのは27.6％であった。現在
の勤務先の働きやすさでは、「どちらかといえ
ば満足」43.1％が最も高く、次に「満足」28.5
％であり、全体的に満足している傾向が高い。
他方で、「どちらかといえば不満」20.3％、「不
満」8.1％であり、全体の約３割が現在の勤務
先に対して不満を抱えている（図７）。
　現在の勤務先の課題についての設問（複
数回答）では、「業務量」61.7％が最も多く、
次に「経験・知識などのスキル不足」51.7％、

「職員の定着率」37.5％であった（図８）。
　月の残業時間では、「10時間未満」43.1％

が最も多く、次に「20時間未満」19.5％、「30
時間未満」4.1％の順であったが、「45時間以
上」6.5％の回答もあった。「残業はない」の
割合は22.8％であった。

４）専門性

　現在の勤務先から求められる専門性につい
ての設問（複数回答）では、「多職種連携・
多機関連携に向けた連携・協働」65.7％が最
も高く、次に「多事業所・他機関との顔の見
える関係作り」47.2％、「権利擁護」43.5％で
あった。これらの他に、「クレーム対応・困

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

図7　業務量と職場の働きやすさ

図8　現在の勤務先の課題
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難事例対応」36.1％、「経営の視点」・「地域
づくり」は23.1％の回答であった（図９）。
　社会福祉士の専門性を高めるための取り組
みについての設問（複数回答）では、「新潟
県社会福祉士会の研修への参加」56.8％が最
も高く、次に「新潟県社会福祉士会以外の研
修への参加」51.2％であった。これら以外に、

「テキストや本を読む」43.2％、「自主的な学
習会への参加」36％と自主的に取り組んでい
る回答も比較的高かった。「取り組んでいな
い」と回答した割合は14.4％であった。勤務
先以外での社会福祉士に関する研修の参加
頻度の設問では、「参加していない」24.8％
が最も多く、次に「１〜３ヶ月程度」22.4％、

「６ヶ月程度」、「年１回程度」19.2％であっ
た（図10）。参加したい研修がある場合にハー
ドルになっているものについての設問（複数
回答）では、「忙しくて時間を確保できない」
52.6％が最も高く、次に「開催日時」38.6％、「家
庭の事情」36.0％であった。これらの他に、「参
加費用が自己負担」27.2％、「上司からの理
解が得られない」18.4％との回答も一定数あ
り、研修の参加への壁となっている（図11）。

５）仕事のやりがい

　転職（就職）については、「考えていない」53.6
％が最も高く、次に「漠然と考えている」34.4
％、「具体的に考えている」12.0％であった。

図9　 現在の勤務先で社会福祉士として求められること

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

　図10　社会福祉士に関する研修の参加頻度（現在の勤務先での研修を除く）

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）
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図11　参加したい研修がある場合に、ハードルとなっているもの

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

図12　社会福祉士を取得して良かったと思うこと

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）

図13　仕事へのやりがいと報酬への意識

（出所：本調査のアンケート結果から筆者が作成）
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　今後も社会福祉士として働きたいかの設問
については、「社会福祉士として働きたい」
68.8％、「わからない」27.2％、「社会福祉士
として働きたくない」4.0％であった。
　社会福祉士を取得してよかったことについ
ての設問（複数回答）では、「専門職として
の知識や技術が身についた」77.4％が最も高
く、次に「ネットワークが広がった」48.4％、

「やりがいのある仕事だと感じられた」44.4％
であった。その他に「社会福祉士と名乗れ、
自信を持って業務に取り組めるようになっ
た」41.9％、「職場、他の専門職から認めら
れるようになった」29.8％の回答もあった（図
12）。
　現在の仕事のやりがいでは、「どちらかと
いえばやりがいを感じている」44.8％が最も
高く、次に「やりがいを感じている」36.0％
と全体の８割以上がやりがいを感じている。

「どちらかといえばやりがいを感じていない」
11.2％、「やりがいを感じていない」6.4％の
回答もあった（図13）。

Ⅳ．考察

１）社会福祉士の活躍しているところ
　所属組織は、法人が半数以上を占めるが、
行政、NPOなど幅広く、あわせて仕事の領域
は、高齢、障がい、医療、教育など社会福祉
士の資格取得者の活躍の場は多岐にわたる。
そのなかで、取得している福祉の資格が社会
福祉士のみは１割程度で、複数の福祉の資格
を取得して、業務に携わっている人が圧倒的
であった。回答者は、福祉経験が「10年以上」
が９割と経験年数が長い方が多く、いまの職
場で10年以上が半数を占めており、社会福祉
士の資格取得年数と福祉経験が同じ長さの方
が半数程度であった。その一方で、福祉・医
療経験または業務を通して、必要性を感じ、
追加的に社会福祉士の資格を取得した人がい
る。

２）仕事へのやりがいと業務に対する報酬
　への満足度

　回答者の８割がやりがいを感じ、７割はい
まの職場は働きやすい職場と捉えていた。そ
の業務量は「適量」が３割で、「多い」が６
割を占めていた。職場における報酬の満足度
は、約半数が「不満」に感じている。その中で、
やりがいを感じていない人ほど、報酬に不満
を感じており、業務量が多くなると、働きや
すい職場と感じる割合が低下している。職場
における低待遇、業務過多は、やりがいを低
下させる要因となっている。また、転職を「具
体的に考えている」では、報酬に対する不満、
業務量が多いと感じている割合、仕事へのや
りがいを感じていない割合が高くなっていた。
それでも今後も社会福祉士として働きたいと
いう回答は７割を占め、社会福祉士として「働
きたくない」という回答は4.0%と少なかった。
３）専門性に対する評価
　社会福祉士として勤務先から求められてい
ることとして、多職種連携、他機関との顔が
見える関係づくりなど、支援にあたっての連
携、協働、地域づくりが求められていた。そ
の一方で、「経営の視点」など法人、組織と
しての視点も求められていた。
　専門性の向上にあたって、７〜８割は社会
福祉士に関する研修（職場の研修を除く）に
参加しており、自主的な学習会への参加やテ
キスト学習なども含めた取り組みが見られた。
また、社会福祉士の資格を取得したことに
よって、「専門職としての知識や技術が身に
ついた」と約８割が回答しており、それ以外
には「ネットワークが広がった」、「やりがい
のある仕事だと感じられた」、「自信をもって
業務に取り組めるようになった」「職場、他
の専門職から認められた」などの割合が高
かった。
　しかしながら、自由記述では、「現場教育
が人手不足で追いつかない」、「高い専門性を
期待される割には低待遇」、「今の職場は資格
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を重視していない」」などの職場環境に対す
る課題が複数示されていた。回答者の多くは、
クライエントの生活を支援するためにソー
シャルワークや権利擁護を中心とした研修な
どに参加しているが、社会福祉士自身の労働
環境が変わらなければ、専門職としての誇り
ややりがいが失われていく可能性が高い。

Ⅴ．結語

　慢性的な人手不足は、社会福祉士の業務に
直接的な影響を及ぼし、業務の負担を増加さ
せ、結果として職員のストレスやburnout（燃
え尽き症候群）を引き起こしかねない。また、
低賃金は優秀な人材を引き留めることが難し
くなり、さらなる人手不足を招く悪循環を生
むことが危惧される。
　社会福祉士の倫理綱領Ⅳ専門職の⒈ 専門性
の向上では、社会福祉士は、最良の実践を行
うために必要な資格を所持し専門性の向上に
努めなければならない。1−1 研修・情報交
換・自主勉強会などの機会を活かして常に自
己研鑽に努めなければならない、2－2 社会
福祉士は常に専門分野や関連する領域の情報
に精通するよう努めなければならない、3－
3 社会福祉士は自らの実践力を明らかにする
ために、専門性の向上に合わせて必要な資格
を取得しなければならないと明記されている。
調査結果では、多くの社会福祉士はソーシャ
ルワークや権利擁護を中心とした研修に参加
し、自己研鑽を積んでいた。さらに、職場か
らは多職種連携・協働が最も求められており、
これらの背景には単一の職種や職場で解決で
きない事例が増加していることや専門職とし
て力を発揮したいといった矜持が読み取れる。
一方で、人手不足、業務多忙などといった職
場の労働環境が改善されなければ、個々の労
働者の健康と持続可能なキャリア形成に支障
をきたしかねない。日田６）は社会福祉士自ら
の労働環境や待遇を改善させるために自己研

鑽を積み、専門性や社会的地位を向上させる
ための必要性に共感しつつも、労働者として
自らの権利を守る意識について疑問を呈して
いる。また、日田７）は労働運動の重要性を指
摘しており、職能団体でのネットワークを活
用した新たな連帯感の必要性について言及し
ている。高木８）は、年々日本での労働組合の
組織率が低下している現実を受けて、ブラッ
ク企業が発生しやすい環境に危機感を露わに
し、慢性的な人手不足と心身ともに疲弊して
いる労働者が多さなどから、福祉現場におけ
る労働環境の視点の重要性を訴えている。以
上のことから、現場で働く社会福祉士の現状
を理解するうえで「人手不足」、「低賃金」と
いったキーワードは重要な要素であり、労働
とソーシャルワークは密接に関連しているこ
とが分かる。
　新潟県社会福祉士会の会員は全国の中でも
会員数が多く９）、会員活動部による研修が積
極的に開催され、社会福祉士を中心とした自
主的な学習会も各地で開催されている10）。し
かし、今回の調査では40代の回答が最も多
かったのに対して、20代の回答がわずか２％
だったことを踏まえると、今後は入会者数の
減少だけでなく、福祉人材の流出も懸念され
る。これからも社会福祉士としてやりがいを
持って働くためには、労働者の権利を知るた
めの学びやそれぞれの労働実態について語り
合う場が必要であり、とりわけ新潟県社会福
祉士会の役割や期待は大きい。
　本研究では、アンケートの回収率の低さか
ら調査データの有効性として十分とは言い難
く、社会福祉士会に属していない社会福祉士
に対する調査方法について課題が残った。し
かしながら、調査を通じて、業務量、待遇と
やりがいとの関係など新潟県内の社会福祉士
の就労実態の一部を把握することができた。
これらは、川崎や高木がそれぞれの県で実施
した社会福祉士の就労実態で把握した月額
の報酬額（24万円〜 28万円以下が最も多い）
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をはじめ、仕事へのやりがい（約７割）、業
務量の多さ（約６割）、低賃金、人手不足など、
類似している調査結果が多くあった。
　今後は、より具体的な労働実態、社会福祉
士としての専門性の把握に向けて、質的調査
を実施していく。本稿を出発点として、社会
福祉分野におけるさらなる課題解決や発展に
寄与できる研究を進めていきたいと考える。
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要旨
　2022年に実施した調査結果をもとに、乳児期の子どもをもつ初産婦と経産婦の母親では、「自分の
時間」と「精神的健康」にどのような特徴があるのか、明らかにすることを目的とした。初産婦は77
人（50.3％）、経産婦は76人（49.7％）であった。初産婦の自分の時間の平均値は、平日2.7±1.63時間、
休日3.3±2.13時間であった。経産婦の自分の時間の平均値は、平日2.1±1.61時間、休日1.6±1.56時間
であった。自分の時間の満足度は、初産婦の満足群64％、不満足群35％、経産婦の満足群43％、不満
足群55％であった。精神的健康群は、初産婦63％、経産婦59％であった。以上より、経産婦は子育て
や育児負担が多いことから、「自分の時間」を確保できる具体的な方法の提案などが必要である。

キーワード
　初産婦、経産婦、自分の時間、精神的健康、GHQ-12

Abstract
　Based on the results of a survey conducted in 2022, this study clarified the characteristics of 

“time-for-self” and “mental health” in primipara and multipara mothers of infants.　A total of 153 
women (valid response rate: 19.7%) were included in the analysis (77 [50.3%] primipara, 76 [49.7%] 
multipara). For primipara, the average time-for-self was 2.7 ± 1.6 hours on weekdays and 3.3 ± 2.1 
hours on weekends. For multipara, the average time-for-self was 2.1 ± 1.6 hours on weekdays and 
1.6 ± 1.5 hours on weekends. Satisfaction rates for time-for-self (“I am satisfied”) were 64% and 
43% for primipara and multipara, respectively. The mentally healthy groups were 63% and 59% for 
primipara and multipara. These results indicate that although childrearing and childcare burdens 
are numerous for multipara women, concrete methods enabling them to secure “time-for-self” must 
be proposed and recommended.
 
Key words
Multiparas, primiparas, me time, mental health, General Health Ｑuestionnaire-12
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Ⅰ　緒言

　日本の出生数１）について、2023年は727,277
人と減少が続き、合計特殊出生率も1.20と低
下が続いている。合計特殊出生率が低下した
要因は、婚姻率の低下と夫婦１組あたりの出
生数の低下である。2021年の夫婦の子ども
数の分布２）では、出生子０人は7.7%、出生子
１人は19.7％と増加し、出生子２人は50.8％、
出生子３人は18.6％と減少している。子ども
家庭庁の調査３）によると、夫婦に尋ねた理想
的な子どもの数（平均理想子ども数）は、1987
年から低下傾向にあり、2021年は2.25人と、過
去最低を更新している。夫婦が理想とする数
の子どもを持たない理由には、「子育てや教
育にお金がかかりすぎるから」と経済的理由
が多く、その一方で「自分や夫婦の生活を大
切にしたいから」を選択する割合が増加して
いる。結婚と出産に関する全国調査２）による
と女性にとって、「自分の時間」は出産・子
育てを選択する要因の一つとなっていると考
える。
　筆者らは、2022年に子育て期にある女性を
対象に「自分の時間」と「精神的健康」の関
係について調査を行った。その結果、子育て
期にある女性が「量」ではなく「質的（主観）」
に満足できる自分の時間をもつことが、精神
的健康に寄与しているという結果を得た。し
かし、そこでは対象を初産婦と経産婦に着目
した検討を行わなかった。初産婦と経産婦の
特徴を明らかにすることは、夫婦の理想の子
どもを持つことの一助になると考える。そこ
で、本研究では、先の研究結果４）をふまえ、同
一データをもとに、初産婦と経産婦では「自
分の時間」と「精神的健康」にどのような特
徴があるのか、検討することを目的とした。
初産婦と経産婦それぞれの「自分時間の生活
や時間を大切にしたい」欲求が満たされる方
策を探ることによって、子育て中の母親の精
神的健康に寄与すると考えた。

Ⅱ　研究目的

　乳児期の子どもをもつ初産婦と経産婦の母
親では、「自分の時間」と「精神的健康」に
どのような特徴があるのか、明らかにするこ
とを目的とした。

Ⅲ　研究方法

１．研究デザイン
　無記名自己記入式質問紙調査による横断研
究である。
２．調査対象
　先の研究４）と同一の調査データを使用した。
対象は、A市の３～４か月健診を受診した児
の母親776人である。なお、児の健康障害や
発達障害の有無、子の順位は問わないことと
した。
３．調査期間
　2022年６月～７月
４．調査の手続き
　新型コロナウイルス感染症の感染防止対策
として、健診施設の受診環境の確保（健診に
関わるスタッフの人数制限や保護者の滞在時
間を最小限にする等）をするため、健診担当
者から、受診児の保護者に対して調査協力依
頼書、質問紙および返信用封筒一式を配布し
てもらった。健診終了後、自宅にて児の母親
が任意回答後、個別の返信用封筒に入れ、郵
送法で回収した。
５．用語の定義
　「自分の時間」：立石５）は、「自分時間」を「自
分の意思で自分自身のために使う時間、自分
を取り戻す時間」と提唱している。西川６）は、

「自分の時間」を自由裁量時間も自分時間も
余暇時間と同義であるが、余った時間ではな
く、自由に使える時間を作り出すこととして
いる。本研究では、自分の意思で自分自身の
ために使う時間とする。
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６．調査内容
１）子育て、家事の状況

　最近１か月の家事・子育て時間と分担割合
は「母親自身」「父親」の状況、子育てのサポー
ト状況について、回答を求めた。
２）自分の時間への捉え方

　自分の時間は、実際の自分の時間数の回答
を求めた。「自分の時間の過ごし方」「自分の
時間を作る方法」「自分の時間を持つことへ
の考え」は、先行研究を参考に独自に選択肢
を作成した。自分の時間の満足度は、「とて
も満足している」「まあまあ満足している」「あ
まり満足していない」「全く満足していない」
の４件法とした。
３）精神的健康度

　対象者の精神的健康度を測定するために、
日本語版GHQ精神健康調査票（General Health 
Ｑuestionnaire、以下 GHQ－12項目版）を使
用した。精神的健康状態の指標として、信頼
性も高く、多く利用されている。GHQ－12は、
不安や不眠、抑うつなどの精神医学的症状に
関して、最近１か月間の症状の頻度を４件法
で回答する。GHQ－12の採点法７）に基づき、
12項目の合計点を求め、得点が高いほど精神
的健康度が不良であることを示す。GHQ－12
の区分（臨界）点は、３/４点であり、３点
以下を「健康」、４点以上を「不健康」とした。
また、使用にあたり使用者レベルCを満たす
専門家からスーパーバイズを受けた。
４）基礎情報

　年齢、家族構成、出産回数、児の出生時体
重、授乳方法と回数、出産する前の就業状況
とした。
７．データ分析
　統計的手法については、比率の差の検定
にはχ２検定、平均値の差の検定には２群
間でt検定を行った。分析には、IBM SPSS 
Statistics25を用い、有意水準は５％とした。
８．倫理的配慮
　研究の趣旨や回答の自由、匿名性の確保、

データの保管・破棄に関することについて書
面で説明し、質問紙の返送をもって調査協力
の同意とみなした。なお、本研究は新潟青陵
大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施し
た（承認番号202108号）。

Ⅳ　結果

１．対象者の背景（表１を参照）
　質問紙を受診児の保護者776人に配布し、母
親153人（回収率19.7％）より回収した。有
効回答数153人（有効回答率100%）であった。
初産婦と経産婦別では、初産婦77人（50.3％）、
経産婦76人（49.7％）であった。
２．子育て・家事の状況（表２を参照）
１）母親が子育て・家事に費やす時間について

　平日の子育て・家事に費やす時間について、
初産婦は平均13.5±4.69時間、経産婦は平均
14.3±5.16時間であった。初産婦と経産婦の
平日の子育て・家事に費やす平均時間につい
て、経産婦の方がやや長いという結果であっ
たが、t（150）＝0.33と有意差は認められなかっ
た。
　休日の子育て・家事に費やす時間について、
初産婦は平均12.1±5.08時間、経産婦は平均
14.1±5.20時間であった。初産婦と経産婦の
休日の子育て・家事に費やす平均時間は、経
産婦の方が長いという結果で、これについて
t（149）＝0.02と有意差が認められた。
２）父親が子育て・家事に費やす時間について

　妻からみた夫の平日の子育て・家事に費や
す時間について、初産婦の夫は平均2.3±1.85
時間、経産婦の夫は平均1.9±1.87時間であっ
た。経産婦の夫の方が費やす平均時間が短い
という結果であったが、t（149）＝0.27と有意差
は認められなかった。
　妻からみた休日の子育て・家事に費やす時
間について、初産婦の夫は平均6.6±4.86時間、
経産婦の夫は平均6.7±5.30時間であった。平
日とは逆に経産婦の夫の方が長いという結果
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　表１　対象者の背景　（n=153）

　表２　子育て・家事の状況　（n=153）
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が出たが、t（149）＝0.10で、これにも有意差
は認めなかった。
３）子育て・家事の分担割合について

　母親が感じている自分の子育て・家事の分
担割合について、初産婦は平均75.5±13.6％、
経産婦は平均79.9±12.7％であった。経産婦
の方が高いという結果で、これにはt（151）＝
0.04と有意差が認められた。
　母親が感じている夫の休日の子育て・家事
の分担割合について、初産婦の夫は平均24.4
±14.6％、経産婦の夫は平均20.8±12.8％で
あった。経産婦の夫の方が低いという結果で
あったが、t（149）＝0.10で有意差は認められ
なかった。
４）子育て・家事のサポート状況

　「自分の時間」がほしいとき「協力してくれ
る人がいる」は初産婦68人（89.5％）、経産
婦64人（84.2％）であった。心配事や悩み事
を「聞いてくれる人がいる」は初産婦75人（98.7
％）、経産婦75人（98.7％）であった。子育
てが大変なとき、「手伝ってくれる人がいる」
は初産婦70人（92.1％）、経産婦72人（94.7％）
であった。初産婦と経産婦別と子育て・家事
サポート状況についてχ２検定を行ったとこ
ろ、どの項目も関連が見られなかった。

３．自分の時間について
１）自分の時間数について（図１を参照）

　平日の自分の時間について、初産婦は平均
2.7±1.63時間（中央値2.5時間、最小値０時間、
最大値９時間）、経産婦は平均2.1±1.61時間
（中央値２時間、最小値０時間、最大値10時
間）であった。自分の時間０分は、初産婦は
２人（2.6％）、経産婦は７人（9.2％）であった。
　休日の自分の時間について、初産婦は平均
3.3+2.13時間（中央値３時間、最小値０時間、
最大値12時間）、経産婦は平均1.6+1.56時間
（中央値１時間、最小値０時間、最大値８時
間）であった。自分の時間０分は、初産婦５
人（6.5％）、であった。経産婦17人（22.4％）
であった。
　平日、休日ともに自分の時間０分は、初産
婦２人（2.6％）、経産婦４人（5.3％）であった。

２）自分の時間の過ごし方について
　　　　　　　　　　　　（図２を参照）

　平日または休日に自分の時間がある（０分
以上）初産婦75人、経産婦72人の自分の時間
の過ごし方は、初産婦、経産婦ともに、「ス
マホやパソコンを見る」「好きな食べ物や飲
み物を摂る」「テレビを見る」「寝る」の順に
多かった。初産婦と経産婦別と自分の時間の
過ごし方について、「外出・散歩」（χ２（1）＝4.06, 
ｐ＜0.05）に関連がみられた。それ以外の項

　図１　平日・休日の自分の時間数
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　図２　自分の時間の過ごし方（複数回答）

目では、関連が見られなかった。

３）自分の時間を作る方法について
　　　　　　　　　　　　（図３参照）

　平日または休日に自分の時間がある（０分
以上）初産婦75人、経産婦72人の自分の時間
を作る方法は、初産婦、経産婦ともに「夫に
子どもの世話を任せる」「家事を手抜きする」

「子どもを早く寝かしつける」の順に多かった。

　図３　自分の時間を作る方法

初産婦と経産婦別と自分の時間を作る方法に
ついて、「夫に家事を任せる」（χ２（1）＝4.23,
ｐ＜0.05）「自分が早く起きる」（χ２（1）＝4.68,
ｐ＜0.05）に関連がみられた。それ以外の項
目では、関連が見られなかった。

４）自分の時間の満足度について
　　　　　　　　　　　　（図４を参照）

　自分の時間がある人、ない人に関係なく自
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分の時間の満足度について、「とても満足し
ている」「まあまあ満足」を「満足群」、「あま
り満足していない」「全く満足していない」
を「不満足群」とした。
　初産婦は、満足群49人（63.6％）、不満足群
27人（35.1％）であった。経産婦は、満足群
33人（43.4％）、不満足群42人（55.2％）であった。

５）子育て中に自分の時間をもつことへの
　考えについて（図５を参照）

　自分の時間をもつことへの考えは、「必要だ
と思う」は初産婦57人（74.0％）、経産婦53
人（70.7％）、「大切だと思う」は初産婦58人
（75.3％）、経産婦52人（69.3％）、「当然だと
思う」は初産婦22人（28.6％）、経産婦23人

（30.7％）と肯定的な考えが多かった。その一
方「後ろめたい感じ」は初産婦12人（15.6％）、

経産婦９人（12.8％）、「子どもに悪いと思う」は
初産婦８人（10.4％）、経産婦５人（6.7％）と
肯定的な考えと否定的な考え両方をもってい
た。初産婦と経産婦別と自分の時間を持つこ
とへの考えについてχ２検定を行ったところ、
どの項目も関連が見られなかった。
４．精神的健康度について
　GHQ－12の平均得点は、初産婦2.9±2.83点、
経産婦3.5±3.41点であった。GHQ得点３点以
下（以下、精神的健康群）は、初産婦49人

（63.6％）、経産婦45人（59.2％）であった。
４点以上（以下、精神的不健康群）は、初
産婦28人（36.4％）、経産婦31人（40.8％）で
あった。初産婦と経産婦別と精神的健康度に
ついてχ２検定を行ったところ関連は見られ
なかった。

　図４　自分の時間の満足度

　図５　自分の時間をもつことへの考え
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５．自分の時間と精神的健康度の関連について
１）平日の自分時間について

　初産婦における精神的健康群と精神的不健
康群の平日における自分時間の平均について、
精神的不健康群がやや長いという結果であっ
たが、t（75）＝1.17と有意差は認められなかった。
　経産婦における精神的健康群と精神的不健
康群の平日における自分時間の平均について、
精神的健康群がやや長いという結果であった
が、t（73）＝1.80と有意差は認められなかった。
２）休日の自分時間について

　初産婦における精神的健康群と精神的不健
康群の休日における自分時間の平均について、
精神的不健康群がやや長いという結果であっ
たが、ｔ（75）＝0.86と有意差は認められなかっ
た。
　経産婦における精神的健康群と精神的不健
康群の休日における自分時間の平均について、
精神的健康群がやや長いという結果であった
が、ｔ（73）＝0.11と有意差は認められなかった。
３）自分の時間に対する満足度について

　初産婦における「自分の時間に満足」は、精
神的健康群40人（81.6％）、精神的不健康群９
人（33.3％）であった。「自分の時間に不満足」は、
精神的健康群９人（18.4％）、精神的不健康
群18人（66.7％）であった。自分の時間に対す
る満足度と精神的健康度について、（χ２（1）＝
17.73, ｐ＜0.01）と関連が見られた。
　経産婦における「自分の時間に満足」は、精
神的健康群24人（53.3％）、精神的不健康群９
人（29.0％）であった。「自分の時間に不満足」
は、精神的健康群21人（46.7％）、精神的不健
康群22人（71.0％）であった。自分の時間に対
する満足度と精神的健康度について、（χ２（1）
＝4.41,ｐ＜0.05）と関連が見られた。
　以上から、初産婦と経産婦ともに、自分の
時間数と精神的健康度は関連がみられなかっ
た。しかしながら、初産婦と経産婦ともに自
分の時間の満足度と精神的健康度は関係がみ
られた。

Ⅴ　考察

１．対象者の背景について
　出産する前の就業状況について、「正規雇
用」は初産婦約８割、経産婦約５割であっ
た。日本の場合、妊娠・出産時に常勤職を退
職し、その後子どもの成長とともにパートや
アルバイトという雇用形態で労働市場に復帰
することが一般的パターンといわれている８）。
本研究でも、経産婦の方が同様のパターンが
多かった。松浦は、仕事と家庭の両立に伴う
葛藤が最も高いのはフルタイムで働く女性８）

と述べており、家庭役割の負担が大きい経産
婦が非正規雇用を選択している状況が伺えた。
清水９）は、フルタイムで働く母親は、母親自
身や末子の年齢が増すにつれて「子どもの成
長」や「親としての幸福感」が高まる傾向が
みられ、専業主婦やパートタイムの母親では
逆に年月とともに「親としての成長」や「子
どもに必要とされる」などの育児幸福感が低
くなる傾向がみられると報告している。就労
意欲のある母親が就業することを抑制しない
ために、家庭内外での物理的・心理的なサポー
トが必要である。
　授乳について、WHOは母乳による育児を
生後最低６か月は推奨しており、日本におい
ても母乳育児を希望する者の割合は約９割を
超えている。日本の母乳栄養の割合は、生
後１か月では51.3％、生後３か月では 54.7％
であった10）。本研究の対象は、初産婦35.1％、
経産婦57.9％が「母乳」を選択していた。先行
研究11）では、母乳育児が順調に実施できれば、
エジンバラ産後うつ病自己調査票（EPDS）
得点は低く、母親の心理状態も良好となり、
母乳育児を希望し結果的に叶わなかった場合
は、劣等感や失敗感を抱くことが明らかに
なっている。授乳は、母親の精神的健康に影
響を及ぼすこともあるため、初産婦と経産婦
の特徴をふまえ、母親が納得した方法を選択、
継続できるような支援が必要となる。
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２．子育て・家事の状況について
　母親が子育て・家事に費やす時間は、初産
婦に比べ経産婦の方が多かった。子どもの数
に伴い、子育て・家事の時間は多くなっていた。
　父親の平日の子育て・家事の時間は、経産
婦の父親に比べ初産婦の父親の方が多かった。
第16回出生動向基本調査によると、第１子１
歳時の妻の就業状況と夫の家事・育児頻度
について、「夫が日常的に家事を行う」割合
は、妻が正規雇用の場合は約４割、非正規雇
用の場合は約３割と妻の就業状況により夫の
実施頻度に差がみられた２）。本研究の対象者
は、初産婦に「正規雇用」が多いことが、初
産の父親が子育て・家事の時間が多かった要
因の一つと考える。しかしながら、母親に比
べ父親の子育て・家事の時間は圧倒的に少な
い。「第５次男女共同参画社会基本計画（2020
年）」12）では、ワークバランスの実現に向けた
ポイントとして、男性の家事・育児への参画、
および、男性の育児休業取得の促進があげら
れている。父親が子育て・家事に参加するに
は、労働時間の短縮が必要であり、父親の子
育てを支援する具体的な政策が急務と考える。
父親の休日の子育て・家事の時間は、初産と
経産の父親ともほぼ同様に平日の３倍程度子
育て・家事を担っていた。日本の父親は、平
日は長時間労働により育児や子育ての時間が
非常に短く、週末にしか子どもと遊ばないな
ど、子どもとの関わりが限定されている８）特
徴と一致していた「21世紀成年横断調査」13）

によると、父親が休日に家事・育児をする時
間が長いほど、第２子以降の生まれる割合が
高くなり、休日に６時間以上の家事・育児を
する家庭では、２人目以降が生まれた割合が
全くしない家庭の約７倍であった。2012年に
実施された調査から10年が経過しているが、
本調査では経産の父親の休日の子育て・家事
の平均時間が約６時間であることが第２子以
降の出産につながった要因の一つと推察する。
また、初産の父親も休日の子育て・家事の平

均時間が約６時間であることから、第２子以
降の出産につながることを期待したい。
　子育て・家事分担は、経産婦の方が多く分
担していた。初産と経産婦の疲労度を測定し
た調査では、第２子出産後は第１子出産後よ
り心身の負担が増加する14）と報告されている。
３～４か月健診において、経産婦の方が育児
負担による心身の疲労感を持っていることが
多い15）ことから、家庭内の分担では限界があ
り、社会資源の活用などを促していく必要が
あると考える。
３．自分の時間について
　自分の時間は、経産婦に比べ初産婦が多
かった。１児の育児と比較し、２児以上は育
児に追われて自分の時間が持てず、精神的に
も身体的にも負担が大きいことが伺える。内
閣府の調査16）では、子育てをして負担に思う
上位３位に「自分の自由な時間がもてない」
が入っている。諸外国と比較しても「自分の
時間が持てない」は、日本46.0％、フランス
23.6％、ドイツ32.8％、スウェーデン28.5％
と突出して高い。自分の時間をもてないこと
は、子育ての負担に直結してしまうため、自
分の時間をもつことは必須と考える。
　自分時間の過ごし方では、初産婦・経産婦
とも、外に出るよりも家庭内で自分時間を過
ごす様子がみて取れるが、家庭外で過ごす方
法の採用率は初産婦の方がやや高く、家庭内
で過ごす方法の採用率は経産婦の方がやや高
いという傾向がみられた。外出は、社会との
つながりが持て、孤独などから解放される機
会になる効果が得られる17）。さらに子育ての
ネットワークや育児情報や知識を得ることも
でき、自分の時間の満足度につながると考え
る。
　自分時間を作る方法では、初産婦は夫に子
育てや家事を任せ、経産婦は夫に子育てや家
事を任せるだけでなく、自分が早く起きるこ
とで確保していた。子どもの数に伴い家事・
子育ての時間は多く必要となるが、夫の休日
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の家事・子育て平均時間は初産婦と経産婦で
ほぼ同様となっている。経産婦の夫が多くの
家事・子育て時間を確保することは現実的で
はなく、夫の負担を増やさないためにも自分
なりの方法で自分の時間を確保している様子
が伺えた。経産婦は自分時間が少なく、自分
の時間の満足度も低い。女性のアイデンティ
ティは他者とのつながりによって発達してい
く18）ことから、子どもとの関係性だけからで
は個としての自分を確認することは難しい。
堀越ら19）は、【育児から少し離れ自分のため
の時間を日常生活に組み入れる】ことは、ア
イデンティティの葛藤から生じるストレスを
軽減し、育児に伴うストレスと上手く折り合
いをつけることを促すと述べている。子ども
家庭庁では、子ども未来戦略に基づき、新た
に「子ども誰でも通園制度」が創設される。
特に経産婦の場合は、未就学児の上の子が利
用することで、自分の時間をもてることにつ
ながると考える。また、2021年より産後ケア
事業が市区町村の努力義務となった。産後ケ
アを利用することで、児の成長に応じた育児
方法を習得し、自宅での育児に余裕がうまれ、
自分の時間をもてることにつながることを期
待したい。
４．精神的健康について
　GHQ－12の得点から、精神的不健康を示す
得点４点以上は初産婦36.4％、経産婦40.8％
と経産婦の方が精神的不健康度が高いという
結果であった。経産婦は、どの子どもに対し
ても満足できる育児ができないというジレン
マから困難感を感じ、育児による心身の疲労
が多い20）ことが要因の一つと考える。育児不
安の調査21）によると、EPDS得点が最も高い
時期は、産後２週間で、それ以降低下してお
り、産後３か月のみ経産婦の得点が高く、そ
れ以外は初産婦の得点が高い傾向であった。
EPDSとGHQは異なる調査票であるが、本調
査においても、経産婦の方がGHQの得点が
高く、精神的不健康の傾向であった。産後３

か月は、経産婦にとって特に重要な時期とい
える。この時期、経産婦は夫の育児協力とそ
ばにいて欲しいという精神的サポートに期待
が強く、その思いが叶わないと「夫婦関係」の
心配が伴い、「新しい生活を楽しめない」状
況が指摘されており、夫のサポートを求めて
いた。その一方、母親の求めるサポートと夫
のサポートのズレは、夫のサポートに満足で
きず、不満や不安という否定的な思いにつな
がってしまう。夫婦間のズレを埋めるために、
日々のコミュニケーションを図り、互いに理
解を深めていくことが必要となる。妊産婦の
心理に影響する重要な要因は、妊産婦の不安
な気持ちにつねに寄り添ってくれる夫のサ
ポートであることが報告22）されており、出産
後の母親が心身ともに強い抑うつ状態となる

「産後うつ病」を予防するためにも育児を中
心とした支援ではなく、パートナーを含めた
家族支援が重要である。
　また、初産婦と経産婦ともに自分の時間の
満足度と精神的健康度が関連していたことか
ら、満足した自分時間が精神的健康の維持・
増進となる。そのためには、母親だけでなく
家族もその必要性を認識し、意図的に満足し
た自分の時間を作れるよう、妊娠期から伝え
ていくことが求められる。
　大月ら22）は、外出規制が認められると第１
子に「攻撃的行動」が認められることが多く、
第１子の外遊びが保持されると「攻撃的行動」
はあまり認められず、外出規制は母子双方に
影響を及ぼし、第２子出産後の家族ストレス
源として大きな意味をもつと述べている。本
研究期間はコロナ禍で外出自粛などが求めら
れた時期であり、経産婦のGHQ得点に影響
を与えた可能性もあったと考える。
５．研究の限界と今後の課題
　研究の限界と課題として、本調査は回収率
が19.7％と低かった。そのため、回答するだ
けの余裕があった女性であることが推測され、
調査結果にバイアスが生じている可能性があ
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る。回収率が低い理由として、子育て期は毎
日が多忙であり、相対的に回答負担が大きく
なりやすいことが考えられる。また、質問紙
の性質上、webでの回答はできないこと、感
染対策のため健診場所での留め置き法ができ
ず、ポスト投函という手間のかかる郵送法で
あったことも回収率が低下した一因であると
考える。
　今後は、質的研究も加えるとともに女性だ
けでなく男性も含めた視点での研究が必要で
ある。

Ⅵ　結語

　本研究では、初産婦に比べ経産婦の方が「自
分の時間」が少なく、「自分の時間」の満足
度も低かった。また、精神的健康度は、初産
婦に比べ経産婦の方が精神的不健康の人が多
かった。経産婦は、家事や子育ての負担が多
いことから、「自分の時間」を確保できる具
体的な方法の提案などが必要である。
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2024年度　新潟青陵学会臨時総会　議事録

日　　時：2024年11月２日（土）12：10～12：25
場　　所：新潟青陵大学５号館5301大講義室

１．開　　会　

　　和田理事より開会が宣言された。
２．会長挨拶

　　渡辺会長代行より木村会長の挨拶文が読
み上げられた。
３．議長選出

（１）　議長選出
　　　事務局より、福祉心理子ども学部臨床

心理学科南雲秀雄会員が推薦され、拍手
多数で承認された。

（２）議長挨拶　
　　　南雲会員より議長就任挨拶があった。

正会員数120人、本日の出席者32人、委
任状45人、合計77人であり、議決に必要
な過半数の出席を満たしていることが確
認され議案審議に入った。

４．審議事項

（１）　第一号議案　2023年度収支決算
　　　真壁理事より2023年度収支決算書に基

づき収支が説明され、栗林監事から2023
年度会計監査結果が報告された。賛成多
数で承認された。

（２）　第二号議案　第17回新潟青陵学会学術
集会長選出について

　　　看護学部看護学科坪川トモ子会員が理
事会より推薦され、賛成多数で承認され
た。

５．報告事項

（１）　2024年度学会事業中間報告
１）新潟青陵学会誌第17巻第２号の刊行につ

いて
　　平川理事より、７編の投稿があり、新潟

青陵学会誌第17号第２号が９月末に発行さ
れたことが報告された。

２）研究報告会について
　　碓井理事より、各学科から一人ずつの研

究報告の動画を編集中と説明された。
６．議長退出

７．第17回新潟青陵学会学術集会会長挨拶

　　看護学部看護学科の坪川トモ子会員より、
就任挨拶が行われた。
８．閉　　会

　　和田理事より閉会の挨拶が行われた。
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新潟青陵学会誌投稿および編集に関する規程

（発行の目的）
第１条　新潟青陵学会会員がそれぞれの専門分野において学術的にさらに発展する基盤を獲得で

きるよう、「新潟青陵学会会則」第２条（目的）に則り、会員相互の指導･支援により会員が執
筆する論文等を掲載発表することを目的として「新潟青陵学会誌」を発刊する。

（投稿資格）
第２条　学会誌への投稿者は、正会員に限る。ただし、学会役員会が承認する場合には、正会員

以外の投稿資格を認めることがある。
（発行の体裁）
第３条　発行各号の体裁はＡ４版とし、本文の体裁は10ポイント活字横２段組みとする。

（掲載制限）
第４条　同一の号における掲載は、１人１編を原則とする。ただし、各号の全体の頁数が過大と

なる場合は、執筆者の承諾を得て２つ以上の号に分割掲載することがある。
２　他誌に発表された原稿（投稿中および印刷中も含む）の投稿は認めない。

（原稿の種類および内容）
第５条　原稿の種類は、総説、原著、研究報告および資料とし、それぞれの内容は、次の各号の

とおりとする。
　一、総説　特定のテーマについて、総合的に学問的状況を概説したり考察したりしたもの
　二、原著　独創的な知見が論理的に導かれている学術論文
　三、研究報告　研究結果の意義が大きく、当該研究分野の進展に寄与すると認められるもの
　　（実践報告、事例報告、または、調査報告等を含む）
　四、資料　前各号のいずれにも該当しないものの、資料的価値があると認められるもの
　２　新潟青陵学会誌編集委員会（以下「編集委員会」という。）は、前項に規定する原稿とは
　　別に、新潟青陵学会の事業に関する記事を掲載したり、会員に記事の投稿を求めたりするこ

とができる。
（投稿手続）
第６条　原稿は、次の各号により構成する。
　一、和文要旨（資料をのぞく）・キーワード
　二、英文要旨（資料をのぞく）・キーワード
　三、本文（タイトル、文献、注、付記を含む）
　四、図、表および写真
２　前項第二号に規定する英文要旨は、英語を母国語とする者、またはそれに準ずる語学力を有

する者による校閲を受けるものとする。校閲に係る手続き等は、投稿者において行う。
３　研究等の実施にあたりいずれかの倫理審査委員会で審査を受けたかどうかを、カバーシート

に記載し、該当する場合は承認を得た倫理審査委員会名および承認番号を記載する。倫理的配
慮は本文の「方法」の項に記載する。

４　投稿者は、編集委員会において定める提出期限までに、次の各号の書類等を編集委員会にお
いて定める提出先に電磁的方法により提出する。

　一、カバーシート（様式１）　１部
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　二、原稿　１部
　三、投稿論文チェックリスト（様式２）　１部
　四、誓約書および著作権譲渡同意書（様式３）　１部
５　前項第二号に規定する原稿には、投稿者の氏名を記載しない。
６　第５条第２項に規定する記事は、前号までの規程によらず、編集委員会において別に定める

ところによるものとする。
（編集手続）
第７条　編集委員会における編集手続は、次の各号のとおりとする。
　一、前条第４項の投稿手続を経た原稿は、学会事務局の定めた提出先に提出された日をもって

提出日とする。ただし、提出期限を過ぎて到着した原稿は、いかなる理由があっても認めない。
　二、編集委員長は、期限までに提出された原稿が本規定の第６条第３項および４項を遵守して

いるかどうか確認し、遵守されている原稿を受け付け、遵守されていない原稿については再
提出を指示する。

　三、編集委員会は、受け付けた原稿を審査に付し査読を査読者２名によるダブル・ブラインド
制で行い、その採否を決定し、正式に受理する。

　四、編集委員会は、受理した原稿の投稿者に対して原稿の修正および種類の変更を求めること
ができる。

　五、原稿の受理通知を受けた投稿者は、編集委員会に対して、本文等の電磁的データを遅滞な
く提出しなければならない。

　六、原稿の掲載順等の編集に関する事項は、編集委員会が決定する。
（原稿の執筆）
第８条　原稿の執筆は、次の各号の要領によるものとする。
　一、原稿は、和文または英文により、Microsoft Wordを用いて作成する。
　二、原稿（図、表および写真を除く｡）の形式は、すべてＡ４版の用紙に、MS明朝フォント、

10ポイント横書きで作成するものとする。
　三、一行の文字数は40字、一頁の行数は36行に設定して適切な行間を空けるものとする。文献、注、

付記の書式もこれに準ずる。
　四、	 原稿の本文、図、表および写真を合計したＡ４版用紙の枚数は、13枚以内とする。
　五、原稿中の図、表および写真は、４分の１未満にあっては360字、４分の１以上２分の１未満

にあっては720字、２分の１以上１頁未満にあっては1440字で換算するものとする。
　六、見出番号の表記は、原則として次の様式に従う（全角英数字。｢　｣ は全角スペースを、
　　｢□｣ は文字を示す）。
　　Ⅰ　□□□□□（章）
　　（１行アキ）
　　１．□□□□□（節）
　　１）□□□□□（項）
　　（１）□□□□□
　　①　□□□□□
　七、図、表および写真には、図１、表１、写真１のように通し番号をつけ、本文とは別に一括し、

本文右欄外に、それぞれ挿入希望位置を朱書書きで指定するものとする。なお、図および写
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真については、天地の別を明示することが望ましい。文字の修正・矢印の焼き込み等につい
ては、別に実費を徴収するものとする。

　八、図および写真は、編集可能な明瞭かつ鮮明な電磁的データとする。
　九、文献の記載は、原則「バンクーバー方式」に準じ、本文中に文献が引用された順に番号をつけ、

その順に引用文献を記載する。本文中に２ヶ所以上で同じ文献を引用した場合は，最初につ
けた番号をそのまま後に引用した所につける。

　　①　文献の記載は、著者が６人までは全員、７人以上の場合は６人までを挙げ、７人以降は
　　　『, 他』とする。英文の場合は、『, et al』とする。記載方法は以下の例に従う。
　　②　文献の番号は、本文中の必要箇所右肩に１）, 1－5）, 1, 3－5）のように、片括弧を付した算用数字

を記入する｡
　　③　雑誌名に略語を用いてよい。その場合はすべての雑誌名に略語を使用する。
　　④　文献の表記は、原則として次の様式に従う。
　　　雑誌論文  著者名. 論文名. 雑誌名. 西暦年; 巻（号）: 頁－頁. 
　　１）　緒方泰子, 永野みどり, 福田敬, 橋本廸生. 病棟に勤務する看護職の就業継続意向と看護実

践環境との関連. 日本公衆衛生雑誌. 2011; 58（6）: 409－419.
　　２）Gottfried H, O'Reilly J, Nikolova M, Ghodsee K, Hobson B, Orloff AS, et al. Reregulating 
　　　　breadwinner models in socially conservative welfare systems: comparing Germany and 
　　　　Japan. Social Politics. 2002; 9（1）: 29－59.
　　　単行書  著者名. 書名. 編者名. 頁. 発行所所在地: 発行所名; 西暦年.
　　３）秋山智久. 社会福祉専門職の研究. 103. 京都:ミネルヴァ書房; 2007.
　　４）Sen AK. Collective choice and social welfare. 201. Amsterdam: Elsevier; 2002. 
　　　訳書  原著者名. 訳者名. 書名. 頁. 発行所所在地: 発行所名; 西暦年.
　　５）Oleckno WA.  柳川洋, 萱場一生. しっかり学ぶ基礎からの疫学: basic learning and  

training. 135. 東京: 南山堂; 2004.
　　　ウェブページ  著者名. ページ名. <URL>. 閲覧西暦年月日.
　　６）厚生労働省. 平成24年度　特定健康診査・特定保健指導の実施状況. <http://www.mhlw.
　　　　go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/info03_h24.html>. 2014年８月31日.
　十、注の記載は、本雑誌が複数の異なる学術分野を扱うため、執筆者が属する学術分野が主導

する論文形式に則り、選択できるものとする。注の記載を選択した場合は、本文の最後（文
献がある場合はその後）に引用順に一括する。

　①　注の番号は、本文中の必要箇所右肩に注1）, 注2）のように、片括弧を付し注を付けた算用数
字を記入する｡

　②　注の記載内容および記載形式は、執筆者の属する学術分野が主導する論文形式に則る。
十一、付記の取扱いは、次の例による。
　①　原稿の終わりに謝辞等の項を設けることができる。
　②　当該研究が研究助成、試料提供、便宜供与などの経済的支援を得て行われた場合は、謝辞

等にその旨を記載する。
　③　共著論文の場合、各著者の貢献（執筆分担箇所または役割分担）を明記することが望ましい。
十二、本誌ではダブル・ブラインド制による査読を採用するため、原稿には著者名・所属が同定

されるような情報が含まれないようにする。
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　①　本文や参考文献の中で、著者が特定される箇所は伏せ字にするなどして、著者が推測され
にくいように配慮する。

　②　謝辞や研究資金助成等の記載で著者が特定できる可能性がある場合は、投稿時点では行わ
ず、採択後の完成原稿に記す。

　③　上記の配慮は著者の責任において行う。
十三、カバーシートには、次の内容を記載する。
　①　論文の表題（和文および英文）
　②　欄外見出し（和文および英文）
　③　著者名（和文およびローマ字）
　④　所属機関名
　⑤　キーワード（和文および英文で５語以内）
　⑥　図、表および写真それぞれの枚数
　⑦　希望する原稿の種類
　⑧　実費負担による抜刷希望部数
　⑨　連絡者（第一執筆者であることが望ましい｡）の氏名、住所、電話番号および電子メール

アドレス
　⑩　英文校閲を証明するサイン
　⑪　倫理審査の必要性の有無
十四、要旨は、和文については400字程度、英文については200ワード程度で作成するものとする。

なお、原稿作成の際、本文の最後に字数およびワード数を明記する（例（396字）、（190words）。
（著者校正）
第９条　審査および査読後の最終原稿提出後の著者校正は、誤字及び脱字等の修正以外の加筆及

び修正は認めないものとする。
（抜刷等）
第10条　抜刷を希望する場合は、印刷部数に関係なく、すべて実費を著者負担とする。

（著作権等）
第11条　本学会誌に掲載された論文等（以下「論文等」という｡）の著作権は、新潟青陵学会に帰

属する。
２　前項の著作権とは以下を指す。
　一、コピーを作ることに関する権利として、「複製権」
　二、コピーを使わずに公衆に伝えることに関する権利として、「上演権・演奏権」、「上映権」、「公

衆送信権」、「公の伝達権」、「口述権」、「展示権」
　三、コピーを使って公衆に伝えることに関する権利として、「譲渡権」、「貸与権」、「頒布権」
　四、二次的著作物の創作・利用に関する権利としての「二次的著作物の創作権」、「二次的著作

物の利用権」は含まない。
（規程の改正）
第12条　この規程の改正は、学会役員会の議を経なければならない。

　　　附　　　則
　この規程は、平成20年12月１日から施行する。
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　　　附　　　則
　この規程は、平成21年７月６日から施行し、平成21年４月１日から適用する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成22年12月17日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成27年７月27日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成27年９月28日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成28年２月15日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成28年５月16日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成29年２月13日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成29年９月25日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成30年２月19日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2019年11月３日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2021年２月８日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2022年10月20日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2024年２月16日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2025年２月20日から施行する。
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（様式１）
　新潟青陵学会誌（Journal of Niigata Seiryo Academic Society）投稿論文カバーシート
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（様式２）

投稿論文等チェックリスト
＊投稿する前に原稿を点検確認し、原稿に添付して提出してください。下記の項目に従っていない場合
　は、投稿を受け付けないことがあります。

□１．原稿の内容は、他の出版物にすでに発表、あるいは投稿されていない。
□２．希望する原稿の種類と原稿枚数の規定を確認している。
□３．原稿は、A4判用紙に横書きで、１行40字、１ページ36行で作成している。
□４．原稿枚数は、本文、注記および図表等を含めて、投稿規程の制限範囲内である。
□５．図、表および写真は、１枚に１点を印刷し、それぞれ通し番号を付けている。
□６．見出番号の表記は、投稿および編集に関する規程に準じている。
□７．本文原稿右欄外に、図、表および写真の挿入希望位置を朱書きしている。
□８．文献の情報は、原典と相違ない。
□９．文献の記載は、投稿および編集に関する規程に準じている。
□10．和文要旨400字程度、英文要旨200ワード程度（希望する原稿の種類が ｢資料｣ の場合
　　を除く）をつけている。
□11．英文要旨と和文要旨の内容は、一致している。
□12．カバーシートに、次の項目を記載している。
　　　①　論文の表題（和文および英文）
　　　②　欄外見出し（和文および英文）
　　　③　著者名（和文およびローマ字）
　　　④　所属機関名
　　　⑤　キーワード（日本語および英文でそれぞれ５語以内）
　　　⑥　図、表および写真それぞれの枚数
　　　⑦　希望する原稿の種類
　　　⑧　抜刷希望部数（著者負担）
　　　⑨　連絡者（第一執筆者であることが望ましい。）の氏名、住所、電話番号および
　　　　電子メールアドレス
　　　⑩　英文校閲を証明するサイン
　　　⑪　倫理審査の必要性の有無
□13．次の書類等が、揃っている。
　　　①　原稿
　　　②　カバーシート
　　　③　投稿論文チェックリスト
　　　④　誓約書および著作権譲渡同意書

以　上
　私は、新潟青陵学会誌投稿および編集に関する規程に基づき、上記項目を確認しました。

　　　　　　　　　　年　　月　　日（第一執筆者氏名）
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（様式３）
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CONTENTS

Reports

Awareness and issues regarding the working environment and expertise
of social workers: From a questionnaire survey of members
of the Niigata Prefecture Social Workers Association
	 Yusuke Ito　　Kaoru Ozawa　　Ken Nakamura……（１）

The relationship between “me time” and “mental health” among mothers
～ Comparison of primiparas and multiparas ～
	 Miyuki Kubota　　Chiho Morita      
	 Noriko Watanabe　　Megumi Saito……（13）



35

訂　正

　本誌第17巻第２号掲載の総説「特別支援教育の視点から見る幼児教育・保育における個別の指
導計画の在り方」（１～ 12頁）において著者からの申し出により、次の訂正がありました。
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編集後記

新潟青陵学会誌　第18巻第１号

2025年３月15日　発行（非売品）

新潟県新潟市中央区水道町１－５９３９
新潟青陵学会（会長　木村　哲夫）
　　　ＴＥＬ　０２５（２６６）０１２７
　　　ＦＡＸ　０２５（２６７）００５３
　　　https：//www.n-seiryo.ac.jp/gakkai/
新潟県新潟市東区寺山２丁目３－８
　　北 越 印 刷　株式会社　新潟営業所
　　　　ＴＥＬ　０２５（２７２）２５７５
　　　　ＦＡＸ　０２５（３８３）６３２１

〒951－8121

〒950－0892

発行者

印刷所

　新潟青陵学会誌第18巻第１号をお届けしま
す。本号では投稿４件に対して２件の採択と
なりました。投稿者の皆様、そして必ずしも
専門とする研究領域ではなかったにもかかわ
らず、貴重な時間を割き真摯な査読をしてい
ただいた方々に感謝します。
　ところで、このところ新潟青陵学会界隈で
は「ソーシャルイノベーション」（以下SI）とい
う学術用語を耳にします。このSIなる発想を
源流まで遡ると、「異端の経済学者」シュン
ペーターへと辿り着くことが出来ます。
　シュンペーター理論を「わかりやすく解説
した入門書」（中野剛志. 入門シュンペーター : 
資本主義の未来を予見した天才. PHP研究所; 
2024）を手掛かりにすると、SIとは、自ら行
動する精力的な「企業者」が、既存の物や力
を新しい形で組み合わせる「新結合」（イノ
ベーション）を行うことで「創造的破壊」を

引き起こし、停滞した社会を発展へと導く一
連のプロセスであると考えることが出来ます。
　ただし、中野はシュンペーター初期の研究
（マークⅠ）と晩年の論考（マークⅡ）とでは、

「企業者」の位置づけが異なっていることを
指摘します。日本社会では「スタートアップ
企業」の担い手とされることが少なくありま
せん（マークⅠ）。しかし、この遂行はリス
クを伴うものであり、こうした不確実性に立
ち向かう能力のある「大規模組織内の専門家」
がイノベーションの担い手である、というの
がシュンペーター晩年の発想（マークⅡ）です。
　「新潟青陵学」形成を目指す本学会と学会
誌は、SIを引き起こす場となりうるのか。投
稿者と査読者とによる「新結合」が生じ、「創
造的破壊」へと展開していくことを期待しま
す。
� 平川　毅彦

2024年度　新潟青陵学会役員

会　　長　木村　哲夫
会長代行　渡邊　典子
理　　事　総務担当：真壁　あさみ、清水　理恵、山口　友江
　　　　　広報・研究報告会担当：碓井　真史、和田　由紀子
　　　　　学会誌編集担当：平川　毅彦、石田　道雄、柄澤　清美
監　　事　宮沢　稔、栗林　克礼
事　　務　武藤　奈保、山岸　希美

　2024年度の査読には、下記の諸先生にご協力いただきました。厚く御礼申し上げます。
　（五十音順・敬称略）
　　石田　真由美	 石田　道雄	 伊藤　裕輔	 上原　喜美子	 海老田　大五朗
　　柄澤　清美	 桐原　更織	 佐々木　祐子	 佐藤　朗子	 里見　佳香
　　塚原　加寿子	 仲　真人	 平川　毅彦	 藤瀬　竜子	 帆苅　真由美
　　真壁　あさみ	 宮　淑恵	 渡邊　典子
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